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1.  平成21年3月期第3四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第3四半期 143,898 ― 12,870 ― 12,541 ― 5,082 ―

20年3月期第3四半期 125,157 20.4 11,309 △14.7 10,856 △17.7 6,205 △17.3

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第3四半期 31.40 ―

20年3月期第3四半期 38.04 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第3四半期 165,113 93,113 56.1 573.73
20年3月期 157,488 92,458 58.4 563.94

（参考） 自己資本   21年3月期第3四半期  92,615百万円 20年3月期  91,967百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  

当社は、定款において９月３０日（第２四半期末日）および３月３１日（期末日）を配当基準日と定めておりますが、現時点では３月３１日（期末日）を基準日とする配当予想
額は未定であります。（「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」欄をご参照ください。）  

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 5.00 ― 6.00 11.00
21年3月期 ― 4.00 ― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ――― ― ―

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 158,000 △6.2 6,200 △55.4 5,300 △59.2 △100 ― △0.62

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．上記の業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づいて判断したものであります。予想には様々な不確実な要素を内在しており、実際の業績はこれら
の予想数値と異なる場合があることをお含みおきください。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第１２号）および「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第１４号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。なお、当第３四半期連結会計期間および当第３四半
期連結累計期間については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成２０年８月７日 内閣府令第５０号）附則第７条
第１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。 
３．３月３１日（期末日）を基準日とする配当につきましては、需要動向等による業績への影響が不透明であることから、現時点では具体的な金額は未定であります。配当
予想額の開示につきましては、業績への影響額が明らかになった時点で行う予定です。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第3四半期  167,124,036株 20年3月期  167,124,036株

② 期末自己株式数 21年3月期第3四半期  5,697,117株 20年3月期  4,042,602株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第3四半期  161,877,098株 20年3月期第3四半期  163,118,807株
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【定性的情報・財務諸表等】 

 
１．連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間（平成２０年４月１日～平成２０年１２月３１日）におけるわ

が国経済は、米国の金融問題に端を発する世界経済の急減速を背景とした輸出の減少や、設

備投資の減少、企業収益の悪化などから、次第に厳しさを増し、足元では景気後退が鮮明と

なりつつあります。 
特殊鋼業界におきましては、主要需要業界である自動車、産業機械、建設機械業界などの

生産が、世界経済の減速に伴って秋口以降急激に減少したものの、期の前半は新興国、資源

国向けを中心とした旺盛な需要により概ね堅調であったことなどから、当第３四半期連結累

計期間における特殊鋼熱間圧延鋼材の生産は総じて高水準で推移しました。 
このような中、当社グループにおきましては、販売数量の増加や、販売価格の改善などに

より、売上高は１,４３８億９８百万円（前年同期比１８７億４０百万円増）となりました。 
利益面におきましては、期の前半まで鉄スクラップ等の原燃料価格が高騰したことによる

売上原価の上昇などがあったものの、売上高の増加や、コストダウンの実施に注力したこと

などから、経常利益は１２５億４１百万円（前年同期比１６億８５百万円増）となりました。

四半期純利益につきましては、株式相場の下落に伴う投資有価証券評価損などの特別損失を

計上したことから、５０億８２百万円（前年同期比１１億２２百万円減）となりました。 

事業セグメント別の売上高および営業利益の状況は、次のとおりであります。なお、各セ

グメントの売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高を含んでおります。 

鋼材事業  

構造用鋼、ステンレス鋼の販売数量が減少したものの、軸受鋼などの販売数量が増加した

ことや、販売価格が改善したことなどから、売上高は１,３７１億５３百万円（前年同期比１

７６億１０百万円増）となりました。営業利益につきましては、原燃料価格高騰により売上

原価が上昇したものの、売上高の増加や、コストダウンの実施に注力したことなどから、１

１８億６１百万円（前年同期比９億８０百万円増）となりました。 

素形材事業  

北米を中心とした自動車関連需要が縮小したものの、軸受業界における生産が期の前半ま

で高い水準で推移したことによる販売数量の増加などから、売上高は１４１億７０百万円

（前年同期比２０億９９百万円増）となりました。営業利益につきましては、原燃料価格高

騰により売上原価が上昇したものの、売上高の増加や、コストダウンの実施に注力したこと

などから、９億３０百万円（前年同期比５億７２百万円増）となりました。 

その他事業  

子会社を通じて、情報処理サービスなどを行っており、売上高は１９億６２百万円（前年

同期比３億５６百万円減）、営業利益は６２百万円（前年同期比２１百万円減）となりまし

た。 

（注）前年同期比の金額は、参考として記載しております。 
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２．連結財政状態に関する定性的情報 

当第３四半期連結会計期間末の総資産残高は、株式相場の下落に伴う投資有価証券の減少

などがあったものの、売上債権、棚卸資産などが増加したことから、１,６５１億１３百万円

（前年度末比７６億２４百万円増）となりました。 

負債残高は、借入金の増加や、設備投資の実施による未払金の増加などがあったことから、

７１９億９９百万円（前年度末比６９億６９百万円増）となりました。 

純資産残高は、株式相場の下落に伴うその他有価証券評価差額金の減少や、剰余金の配当、

自己株式の取得による減少などがあったものの、四半期純利益により利益剰余金が増加した

ことなどから、９３１億１３百万円（前年度末比６億５４百万円増）となりました。 

 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

今後のわが国経済の見通しにつきましては、欧米諸国はもとより、新興国、資源国におい

ても経済の減速傾向が強まっていることや、急速に進行している円高の影響等によって、当

面の間、景気の悪化傾向が継続すると思われます。 
特殊鋼業界におきましては、自動車業界をはじめとする主要需要業界において大規模な減

産が相次いで表明されており、特殊鋼需要の縮小や在庫調整に伴う調達抑制が深刻化してお

ります。その一方で、鉄スクラップをはじめとする原燃料価格の動向による業績への影響が

依然として不透明であることなどから、当社グループを取り巻く経営環境は、極めて厳しい

状況が続くと考えられます。 
このような中、当社グループは、需要家ニーズへの的確な対応や、非価格競争力の強化に

向けた取り組みにより一層注力することで、景気後退局面においても堅調な分野の需要を確

実に捕捉するとともに、コストダウンの更なる徹底等の内部努力や、鉄スクラップサーチャ

ージ制の導入など、高品質の特殊鋼を適切に供給できる事業体制の構築を推進することで企

業価値の増大を図っていく所存です。 
以上のことを総合的に勘案し、通期の業績につきましては、売上高は１,５８０億円、経常

利益は５３億円、当期純損失は１億円を見込んでおります。 
 

（注）業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づいて当社グループで判断したも

のであります。予想には様々な不確実要素が内在しており、実際の業績はこれらの予想数

値と異なる場合があることをお含みおきください。 
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４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当事項はありません。 

 

（２）簡便な会計処理および四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

① 簡便な会計処理 

（棚卸資産の評価方法） 

 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会

計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的に算出する方法によっております。 

 

（固定資産の減価償却費の算定方法） 

 減価償却の方法として定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る

減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっております。 

 

② 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

該当事項はありません。 

 

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続き、表示方法等の変更 

   （四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 

（四半期財務諸表に関する会計基準等の適用） 

当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第１２号）お

よび「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第１４号）

を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作

成しております。 

なお、当第３四半期連結会計期間および当第３四半期連結累計期間については、「財務

諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成２０

年８月７日 内閣府令第５０号）附則第７条第１項第５号のただし書きにより、改正後の

四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。 

 

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用） 

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成１８年７月５日 企業

会計基準第９号）を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法か

ら原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。 

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税金等調整前四半

期純利益が、それぞれ１１２百万円減少しております。 
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（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用） 

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計

基準委員会 平成１８年５月１７日 実務対応報告第１８号）を第１四半期連結会計期間か

ら適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税金等調整前四半

期純利益が、それぞれ０百万円減少しております。 

 

（リース取引に関する会計基準の適用） 

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成５年６月１７日 最終改正

平成１９年３月３０日 企業会計基準第１３号）および「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会 平成６年１月１８日 最終改正平成１９年３月３０日 

企業会計基準適用指針第１６号）を第１四半期連結会計期間から早期に適用し、所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しております。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、リース資産として計上したリース取引はあ

りません。 

また、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

これによる当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。 

 

② ①以外の変更 

（有形固定資産の減価償却の方法の変更） 

従来、当社の第二製鋼工場および第二棒線工場は定額法によっておりましたが、第１四

半期連結会計期間から定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く）については定額法）

に変更しております。 

この変更は、当連結会計年度を初年度とする３ヵ年の第７次中期連結経営計画において、

生産能力の増強などを目的とした多額の設備投資を計画しており、当社の生産体制が変化

することから、減価償却の方法の見直しを行い、投下資本の早期回収により財務体質の一

層の健全化を図るとともに、財政状態および経営成績をより適正に表示するために行った

ものであります。 

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税金等調整前四半

期純利益が、それぞれ５０８百万円減少しております。 

 

山陽特殊製鋼㈱ (5481) 平成２１年３月期　第３四半期決算短信

5



５．四半期連結財務諸表 
 (1) 四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,279 4,951

受取手形及び売掛金 33,622 29,909

商品及び製品 10,660 7,577

仕掛品 22,733 22,131

原材料及び貯蔵品 16,844 17,466

その他 1,917 2,825

貸倒引当金 △108 △229

流動資産合計 95,949 84,631

固定資産   

有形固定資産   

機械装置及び運搬具（純額） 31,601 32,064

その他（純額） 24,679 23,890

有形固定資産合計 56,281 55,954

無形固定資産 1,021 1,041

投資その他の資産 11,860 15,860

固定資産合計 69,163 72,856

資産合計 165,113 157,488

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 14,158 15,482

短期借入金 24,425 20,034

未払法人税等 2,130 2,492

賞与引当金 1,030 2,324

役員賞与引当金 39 102

その他 14,107 12,299

流動負債合計 55,891 52,736

固定負債   

長期借入金 14,134 10,197

退職給付引当金 1,115 990

役員退職慰労引当金 95 103

環境対策引当金 376 376

その他 386 625

固定負債合計 16,108 12,293

負債合計 71,999 65,029
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 20,182 20,182

資本剰余金 22,596 22,593

利益剰余金 51,974 48,523

自己株式 △1,732 △720

株主資本合計 93,021 90,579

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △202 1,356

繰延ヘッジ損益 － △0

為替換算調整勘定 △202 32

評価・換算差額等合計 △405 1,388

少数株主持分 497 490

純資産合計 93,113 92,458

負債純資産合計 165,113 157,488
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 (2) 四半期連結損益計算書 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年12月31日) 

売上高 143,898

売上原価 122,260

売上総利益 21,637

販売費及び一般管理費 8,767

営業利益 12,870

営業外収益  

受取利息 23

受取配当金 245

その他 203

営業外収益合計 472

営業外費用  

支払利息 438

その他 363

営業外費用合計 802

経常利益 12,541

特別利益  

投資有価証券売却益 43

事業譲渡益 82

ゴルフ会員権売却益 0

貸倒引当金戻入額 23

特別利益合計 150

特別損失  

固定資産除売却損 334

固定資産評価損 80

減損損失 68

投資有価証券評価損 2,304

ゴルフ会員権評価損 45

特別損失合計 2,833

税金等調整前四半期純利益 9,857

法人税、住民税及び事業税 4,305

法人税等調整額 397

法人税等合計 4,702

少数株主利益 71

四半期純利益 5,082
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　(3) 継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

　(4) セグメント情報
【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間 (自 平成20年４月１日  至 平成20年12月31日) (単位：百万円)

( )

( )

事業区分の方法

製品の種類、製造方法、販売方法等の類似性を勘案し、事業区分を行っております。

各区分に属する主要な製品および役務

鋼　材 ･･････ 特殊鋼鋼材、特殊鋼鋼管、金属粉末製品

素形材 ･･････ 型鍛造品、熱間転造品、冷間転造品、旋削品、鋼管切断品

その他 ･･････ 情報処理サービス、福利厚生サービス

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間 (自 平成20年４月１日  至 平成20年12月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

【海外売上高】

当第３四半期連結累計期間 (自 平成20年４月１日  至 平成20年12月31日) (単位：百万円)

国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

各区分に属する主な国または地域

アジア ･･････ 台湾、韓国、中国、タイ、インド

北　米 ･･････ 米国

欧　州 ･･････ ドイツ、ノルウェー、トルコ

海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

　(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
該当事項はありません。

(注) 1.

2.

(1)

計

24,290

(3)

3.

(2)

12.3 16.9

143,898

0.2

ア ジ ア

216

北 米 欧 州 そ の 他

2.6 1.8

Ⅰ 海 外 売 上 高

Ⅱ

3,790 2,62617,657

Ⅲ
連 結 売 上 高 に 占 め る
海外売上高の割合(％)

連 結 売 上 高

11,861

14,170

7,804

鋼 材

930営 業 利 益

9,387

9,387

－ 143,898

62 12,870

9,387 －

143,898

連 結消去又は全社素 形 材

153,286

計そ の 他

1,962

1,583－

1712,853

137,153計

143,898379

(2)

売 上 高

又は振替高

129,349 14,170

　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号)および「四半期財務諸表に関
する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第14号)を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規
則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。
　なお、当第３四半期連結会計期間および当第３四半期連結累計期間については、「財務諸表等の用語、様式及
び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日　内閣府令第50号)附則第７条第１項
第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

(2)

(3)

セグメント間の内部売上高

外部顧客に対する売上高

2.

(1)

1.(注)

(1)
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【参考】

前第３四半期連結累計期間に係る財務諸表等

１．(要約)四半期連結損益計算書

(単位：百万円)

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益

受取利息

受取配当金

その他

営業外収益合計

営業外費用

支払利息

その他

営業外費用合計

経常利益

特別利益

貸倒引当金戻入額

特別利益合計

特別損失

固定資産除売却損

減損損失

ゴルフ会員権売却損

ゴルフ会員権評価損

特別損失合計

税金等調整前四半期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

法人税等合計

少数株主利益

四半期純利益

193

前第３四半期連結累計期間

(自 平成19年４月１日

　至 平成19年12月31日)

125,157

104,993

162

840

10,678

10,856

124

43

43

91

0

80

4,392

889

3,503

11,309

20,164

8,854

6,205

31

387

220

449

390

4
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２．セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間 (自 平成19年４月１日  至 平成19年12月31日) (単位：百万円)

( )

( )

( )

事業区分の方法

製品の種類、製造方法、販売方法等の類似性を勘案し、事業区分を行っております。

各区分に属する主要な製品および役務

鋼　材 ･･････ 特殊鋼鋼材、特殊鋼鋼管、金属粉末製品

素形材 ･･････ 型鍛造品、熱間転造品、冷間転造品、旋削品、鋼管切断品

その他 ･･････ 情報処理サービス、福利厚生サービス

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間 (自 平成19年４月１日  至 平成19年12月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

【海外売上高】

前第３四半期連結累計期間 (自 平成19年４月１日  至 平成19年12月31日) (単位：百万円)

国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

各区分に属する主な国または地域

アジア ･･････ 台湾、韓国、中国、タイ

北　米 ･･････ 米国

欧　州 ･･････ ドイツ、ノルウェー、トルコ

海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

(2)

(3)

3.

(注) 1.

2.

(1)

125,157

Ⅲ
連 結 売 上 高 に 占 め る
海外売上高の割合(％)

12.6 3.1 2.8 0.1 18.6

Ⅱ 連 結 売 上 高

計

Ⅰ 海 外 売 上 高 15,754 3,918 3,426 118 23,218

ア ジ ア 北 米 欧 州 そ の 他

(2)

(3)

2.

(1)

1.(注)

(2)

営 業 利 益 10,880 357

セグメント間の内部売上高

83 11,322 11,30912

(1)

又は振替高

計 119,543 12,070 2,318 133,932 125,157

1,840 8,774

477 125,157

売 上 高

外部顧客に対する売上高 112,609 12,070

－

8,774

消去又は全社 連 結

125,157－

8,774

鋼 材 素 形 材 そ の 他

6,933 －

計
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平成21年1月29日

山陽特殊製鋼株式会社

平成21年３月期 第３四半期決算発表

＜連結＞

１．当第３四半期の業績 (単位：百万円、％)

売上高 143,898 125,157 18,740 15.0 

営業利益 12,870 11,309 1,561 13.8 

経常利益 12,541 10,856 1,685 15.5 

(ＲＯＳ) (8.7) (8.7) (―)

四半期純利益 5,082 6,205 △1,122 △18.1 

設備投資 7,572 4,977 2,594 52.1 

減価償却費 6,749 5,423 1,325 24.4 

２．当第３四半期の経常利益増減要因（対前年同期）

（参考）業績の推移 (単位：百万円、％)

18年３月期 19年３月期 20年３月期 21年３月期

第３四半期 第３四半期 第３四半期 第３四半期

売上高 99,990 103,937 125,157 143,898 

営業利益 13,831 13,262 11,309 12,870 

経常利益 14,006 13,186 10,856 12,541 

(ＲＯＳ) (14.0) (12.7) (8.7) (8.7)

四半期純利益 8,080 7,502 6,205 5,082 

設備投資 6,192 5,531 4,977 7,572 

減価償却費 3,883 4,361 5,423 6,749 

当第３四半期 前第３四半期 増減額 増減率

参考資料

（単位：億円）

増  益  要  因 減  益  要  因

１．販売数量・価格・構成 164 １．原燃料価格の上昇 132 

２．変動費のコストダウン 10 ２．固定費の増加 25 

３．その他 2 ３．連結子会社の利益減 2 

    計（Ａ） 176     計（Ｂ） 159 

    差引（Ａ）－（Ｂ） 17 
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